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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第80期
第２四半期
連結累計期間

第81期
第２四半期
連結累計期間

第80期
第２四半期
連結会計期間

第81期
第２四半期
連結会計期間

第80期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 3,306,3457,154,7921,471,0674,416,4258,207,818

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △1,032,57020,895△626,866 212,623△1,557,075

四半期純利益又は四半期
(当期)純損失(△)

(千円) △996,746△125,208△569,846 123,670△1,483,037

純資産額 (千円) ― ― 11,709,29810,606,64311,055,332

総資産額 (千円) ― ― 15,871,94918,433,53516,036,098

１株当たり純資産額 (円) ― ― 150.77 139.75 142.76

１株当たり四半期純利益
又は四半期(当期)純損失
(△)

(円) △15.17 △1.91 △8.67 1.88 △22.58

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 62.4 49.8 58.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 362,681 502,245 ― ― 447,028

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △55,430△1,276,709 ― ― △268,590

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 167,517 151,407 ― ― 60,905

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 3,211,4902,304,6142,959,416

従業員数 (名) ― ― 564 607 549

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益について、第81期第２四半期連結会計期間は、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。また、第80期、第80期第２四半期連結累計(会計)期間、第81期第２四半期連結

累計期間は、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事業

の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名)
607
(68)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３　従業員数が当第２四半期連結累計期間において58名増加しております。主として台灣瀧澤科技股フン有限公

司、上海欣瀧澤機電有限公司における業容にあわせた人員の増加によるものであります。

　なお、会社名称において「フン」と記載している箇所は、EDINETにおいて使用禁止文字に該当しております。

「フン」を漢字で表しますと「イ分」であります。（以下同じ）

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名)
283
(43)

(注) １　従業員は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。

　

EDINET提出書類

株式会社滝澤鉄工所(E01490)

四半期報告書

 3/36



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(%)

日本 2,909,972 ─

アジア 2,280,837 ─

北米 ─ ─

ヨーロッパ ─ ─

合計 5,190,809 ─

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　海外取引については、当第２四半期連結会計期間末日レートにより換算しております。
　

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同四半期比(%)受注残高(千円) 前年同四半期比(%)

日本 3,388,188 ─ 3,124,619 ─

アジア 2,215,110 ─ 778,376 ─

北米 117,136 ─ 183,570 ─

ヨーロッパ 36,371 ─ 28,285 ─

合計 5,756,807 ─ 4,114,852 ─

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しておりません。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　海外取引については、当第２四半期連結会計期間末日レートにより換算しております。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(%)

日本 2,336,007 ─

アジア 1,888,740 ─

北米 160,045 ─

ヨーロッパ 31,632 ─

合計 4,416,425 ─

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社山善 877,399 11.6 279,421 6.3

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　金額は、販売価格によっております。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

５　海外取引については、当第２四半期連結会計期間末日レートにより換算しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

　

(1)経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善しつつあり、設備投資に持ち直しの

兆しが見られましたが、雇用情勢は厳しさが続いており、不安定な政局、円高等による景気の下振れが懸

念され、依然として先行き不透明感の中、厳しい状況で推移いたしました。国内工作機械業界は、(社)日本

工作機械工業会の当第２四半期連結会計期間における受注総額は2,619億円となり、前年同四半期に比べ

139.9％増となりました。内需は849億円(前年同四半期比81.7％増)、外需は1,769億円(前年同四半期比

183.5％増)であり、外需比率は67.6％となっております。

このような状況のなか、当社グループにおきましても、受注環境が改善し、売上高が増加してまいりま

した。この結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループの売上高は4,416百万円となり、前年同

四半期に比べ200.2％増となりました。利益につきましても売上高の増加に伴い、営業利益は203百万円

（前年同四半期は、営業損失648百万円）、経常利益は212百万円（前年同四半期は、経常損失626百万

円）、四半期純利益は123百万円（前年同四半期は、四半期純損失569百万円）となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①日本

工作機械需要につきましては、世界的な景気低迷を受け低水準で推移しておりましたが、外需を中

心とした需要の改善傾向が見られております。当第２四半期連結会計期間におきましては、主力であ

るＮＣ旋盤の販売が増加し、売上高は2,688百万円となりました。

②アジア

アジアにおきましては、ＮＣ旋盤及びＩＴ関連のプリント基板ドリル穴明機の販売が好調であり、

売上高は2,164百万円となりました。

③北米

米国におきましては、緩やかな景気回復が継続しており、売上高は163百万円となりました。

④ヨーロッパ

ヨーロッパにおきましては、景気は緩やかに持ち直してまいりましたが、売上高は33百万円となり

ました。

　
(2)財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における連結財政状態につきましては、前連結会計年度末に比べ、総資産

は2,397百万円増加し、18,433百万円となりました。この増加は、現金及び預金の154百万円の減少もあり

ましたが、主に、受取手形及び売掛金、有価証券、たな卸資産がそれぞれ1,780百万円、491百万円、504百万

円増加したことによるものであります。

また、負債は前連結会計年度末に比べ2,846百万円増加し、7,826百万円となりました。この増加は主に

支払手形及び買掛金、長期借入金がそれぞれ2,155百万円、346百万円増加したことによるものでありま

す。

純資産は前連結会計年度末に比べ448百万円減少し、10,606百万円となりました。この減少は主に、利益

剰余金、少数株主持分がそれぞれ125百万円、250百万円減少したことによるものであります。 

　
(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ538百

万円減少し、2,304百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは245百万円となり、前年同四半期連

結会計期間に比べ56百万円資金収入が減少いたしました。この収入の減少は主として、税金等調整前四半

期純利益の増加による839百万円の資金収入増、仕入債務の増加による1,790百万円の資金支出減、未払金

の増加による121百万円の資金支出減、法人税等の還付による243百万円の資金収入増もありましたが、売

上債権の増加による2,720百万円の資金収入減、たな卸資産の増加による597百万円の資金支出増があっ

たことによるものであります。
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは△833百万円となり、前年同四半期

連結会計期間に比べ888百万円資金支出が増加いたしました。この支出の増加は主として、定期預金の増

加による500百万円の資金支出増、関係会社出資金の払込による200百万円の資金支出増、投資有価証券の

取得による100百万円の資金支出増によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは101百万円となり、前年同四半期連

結会計期間に比べ49百万円資金収入が減少いたしました。この収入の減少は主として、短期借入金の231

百万円の資金支出減もありましたが、長期借入金の284百万円の資金収入減があったことによるものであ

ります。 

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。
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(5) 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

①　基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社

が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者

である必要があると考えております。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合、その判断は最終的には株主の判断に

基づき行われるべきものと考えております。従って、当社株式について大規模買付がなされた場合、

これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定す

るものではありません。しかしながら、突如として行われる株式の大規模買付行為の中には、その目

的等から判断して企業価値ひいては株主共同の利益を明白に著しく毀損するもの、株主に株式の売

却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大規模買付行為につい

て検討し、また対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な情報と時間を提供しないもの

等、株主が適切な判断を行うことを困難とするものも見受けられます。

当社の企業価値は、工作機械の製造・販売を通じ平和産業の発展に寄与し、お客様のニーズにきめ

細かく対応し、お客様に真にご満足いただける、お客様の価値をより高めていただける製品・生産シ

ステムを安定的に提供し続けることにあると考えております。

当社株式の買付けを行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、

向上させられるものでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになり

ます。当社は、このような濫用的な買収に対しては必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

②　基本方針実現のための取組み

　ⅰ　基本方針の実現に資する特別な取り組み

当社は、当社の企業価値を向上し、上記基本方針を実現するため、中期経営計画等を策定しこれを

実現すべく行動しております。

また、当社はコンプライアンス基本規程を制定し、法令等の遵守に基づく公正な経営により、企業

倫理と調和した経営効率を達成し、株主価値の一層の向上と企業の社会的責任を果たすべく、代表取

締役社長を委員長としたコンプライアンス委員会を設置し、コーポレート・ガバナンス強化に努め

ております。

　ⅱ　基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において「当社株式の大規模買付行為に関する対応

策」（以下「本対応方針」といいます。）の内容を決定し、平成22年６月29日開催の定時株主総会に

おいて承認され、導入しております。
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本対応方針は、当社が発行者である株券等について、① 特定株主グループの議決権割合を20%以上

とすることを目的とした当社株券等の買付行為 、また、② 結果として特定株主グループの議決権割

合が20%以上となる当社株券等の買付行為（以下「大規模買付行為」と総称します。）を対象としま

す。これらの買付等が行われた際、それに応じるべきか否かを株主の皆様が判断するために必要な情

報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものです。また、上記基

本方針に反し、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する大規模買付行為を新株予約権無償割当

て等を利用することにより阻止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目

的としております。

当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、当該大規模買付行為を行おうとする者

（以下「大規模買付者」といいます。）には、買付内容等の検討に必要な情報及び本対応方針に定め

る事前情報提供に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を遵守する旨の誓約を

含む意向表明書の提出を求めます。当社は、意向表明書の受領後10営業日以内に、株主の皆様のご判

断及び取締役会としての見解形成のために必要な情報（以下「大規模買付情報」といいます。）の

リストを大規模買付者に交付し、当該大規模買付情報のリストに従い、当社取締役会に対し、大規模

買付情報の提供を求めます。その後、当社取締役会は、外部専門家等の助言を受けながら、提供された

大規模買付情報を十分に検討・評価し、当社取締役会としての見解を慎重にとりまとめて公表いた

します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件変更について交渉し、

株主の皆様に取締役会としての代替案の提案を行うこともあります。

大規模買付ルールが遵守されない場合や当該大規模買付行為が明らかに当社の企業価値を毀損し

株主共同の利益を害するものと当社取締役会が判断した場合は、当社取締役会はその客観性及び合

理性を担保するため、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮

問し、その勧告を最大限尊重しながら、当社株主共同の利益を守るために、新株予約権の無償割当て

等、会社法その他の法律及び当社定款により認められる対抗措置をとることがあります。具体的対抗

措置として新株予約権の無償割当てを行う場合、議決権割合が20%以上となる特定株主グループに属

する者に行使を認めないこと等を行使条件等を定めます。本対応方針の有効期間は、平成23年６月開

催予定の定時株主総会終結の時までです。 

なお、定時株主総会により承認された後においても、当社取締役会は、企業価値ひいては株主価値

向上の観点から、その時点での法令等を踏まえ、その内容の変更・廃止を含め、本対応方針を随時見

直し、株主総会への付議を検討していく所存です。

本対応方針導入後、新株予約権無償割当て等の対抗措置が実施されていない場合には株主の皆様

に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、対抗措置が発動され、新株予約権無償割当て

が実施された場合、株主の皆様が新株予約権行使の手続を行わないとその保有する株式が希釈化さ

れる場合があります（但し、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希

釈化は生じません。）。

EDINET提出書類

株式会社滝澤鉄工所(E01490)

四半期報告書

 9/36



　

③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　ⅰ　買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益

の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。 

　また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書「近時の諸環

境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっております。 

　ⅱ　株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応方針は、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の

皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の

皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

　ⅲ　合理的な客観的発動要件の設定

本対応方針は、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないよう

に設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されています。

　ⅳ　独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

本対応方針における対抗措置の発動等に際しては、当社取締役会から独立した組織である独立委

員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされています。 

　また、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値

・株主共同の利益に適うように本対応方針の透明な運用が行われる仕組みが確保されています。 

　ⅴ　株主意思を重視するものであること

本対応方針は、本定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、旧対応方針を一部変更して

導入されるものであり、その導入・継続について株主の皆様のご意向が反映されることとなってお

ります。また、本対応方針継続後、有効期間の満了前であっても、株主総会において本対応方針を廃止

する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止されることになり、株主の皆様のご

意向が反映されます。

　

(6)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は86百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において台灣瀧澤科技股フン有限公司の本社工場の建設計画を再開いた

しました。

詳細は、以下のとおりであります。

　 会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定

年月

完成後の

増加能力総額

（千円）

既支払額

（千円）

　
台灣瀧澤科

技股フン

有限公司

本社工場

(台湾

桃園縣

平鎭市)

アジア 工場建設 449,600 ─ 借入金
平成22年 

　８月

平成23年 

　６月
50％
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

優先株式 10,000,000

計 150,000,000

　

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 65,781,22865,781,228
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は、1,000株でありま
す。

計 65,781,22865,781,228― ―

(注)　内26,810,000株は、現物出資(借入金の株式化　1,126,020千円)によって発行されたものであります。
　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社滝澤鉄工所(E01490)

四半期報告書

12/36



　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ― 65,781 ― 2,319,024― 749,999

　

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ファナック株式会社 山梨県南都留郡忍野村忍草字古馬場3580番地 3,000 4.56

株式会社中国銀行 岡山県岡山市北区丸の内１丁目15-20 2,896 4.40

滝澤鉄工所取引先持株会 岡山県岡山市北区撫川983番地 1,547 2.35

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５-33 800 1.22

中銀リース株式会社 岡山県岡山市北区丸の内１丁目14-17 700 1.06

滝沢玉子 岡山県倉敷市 513 0.78

滝澤投資会 岡山県岡山市北区撫川983番地 505 0.77

株式会社トマト銀行 岡山県岡山市北区番町２丁目３-４ 500 0.76

三豊機工株式会社 愛知県春日井市東野新町１丁目４番地の12 381 0.58

日下照雄 愛知県刈谷市 377 0.57

計 ― 11,220 17.05
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ─

議決権制限株式(その他) ― ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 95,000

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 65,288,000 65,288 ─

単元未満株式 普通株式 398,228 ― ─

発行済株式総数 　 65,781,228― ―

総株主の議決権 ― 65,288 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式3,000株(議決権３個)が含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式867株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社　滝澤鉄工所

岡山市北区撫川983番地 95,000 ─ 95,000 0.15

計 ― 95,000 ─ 95,000 0.15

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 ５月 ６月 　７月 　８月 ９月

最高(円) 139 122 119 104 97 94

最低(円) 98 85 92 89 80 82

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半

期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人によ

る四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査

法人となっております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,804,614 2,959,416

受取手形及び売掛金 4,836,687 3,055,917

有価証券 592,309 100,557

商品及び製品 475,278 763,848

仕掛品 2,521,740 1,964,372

原材料及び貯蔵品 950,791 715,508

その他 578,709 604,645

貸倒引当金 △170,365 △173,834

流動資産合計 12,589,766 9,990,431

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 1,732,648

※
 1,801,778

土地 2,694,799 2,738,712

その他（純額） ※
 850,413

※
 918,342

有形固定資産合計 5,277,861 5,458,833

無形固定資産 8,978 7,669

投資その他の資産

その他 581,925 603,217

貸倒引当金 △24,995 △24,053

投資その他の資産合計 556,929 579,164

固定資産合計 5,843,769 6,045,667

資産合計 18,433,535 16,036,098

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,290,126 2,134,501

短期借入金 633,420 774,923

未払法人税等 38,216 2,119

賞与引当金 81,381 81,914

その他 1,272,585 837,577

流動負債合計 6,315,731 3,831,035

固定負債

長期借入金 753,798 407,420

退職給付引当金 465,500 475,087

資産除去債務 27,516 －

その他 264,344 267,223

固定負債合計 1,511,160 1,149,731

負債合計 7,826,891 4,980,766
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,319,024 2,319,024

資本剰余金 1,567,327 1,567,327

利益剰余金 6,062,825 6,188,034

自己株式 △20,710 △20,537

株主資本合計 9,928,466 10,053,848

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △35,818 △13,309

為替換算調整勘定 △713,079 △662,759

評価・換算差額等合計 △748,897 △676,069

少数株主持分 1,427,074 1,677,553

純資産合計 10,606,643 11,055,332

負債純資産合計 18,433,535 16,036,098
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 3,306,345 7,154,792

売上原価 2,927,039 5,580,704

売上総利益 379,306 1,574,088

販売費及び一般管理費 ※
 1,474,886

※
 1,594,511

営業損失（△） △1,095,580 △20,423

営業外収益

受取利息 4,535 4,984

受取配当金 1,651 1,332

為替差益 4,213 －

仕入割引 3,411 13,329

雇用調整助成金 61,017 49,322

その他 14,535 23,783

営業外収益合計 89,365 92,751

営業外費用

支払利息 12,025 10,663

為替差損 － 367

租税公課 6,664 6,987

デリバティブ評価損 － 19,987

その他 7,665 13,428

営業外費用合計 26,355 51,432

経常利益又は経常損失（△） △1,032,570 20,895

特別損失

固定資産除却損 18,465 －

投資有価証券評価損 3,047 2,661

環境対策費 － 2,610

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 21,771

特別損失合計 21,513 27,043

税金等調整前四半期純損失（△） △1,054,083 △6,148

法人税等 27,789 46,599

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △52,747

少数株主利益又は少数株主損失（△） △85,126 72,461

四半期純損失（△） △996,746 △125,208
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,471,067 4,416,425

売上原価 1,399,149 3,366,874

売上総利益 71,917 1,049,551

販売費及び一般管理費 ※
 720,736

※
 845,848

営業利益又は営業損失（△） △648,818 203,702

営業外収益

受取利息 2,642 2,991

受取配当金 6 104

仕入割引 1,212 8,553

為替差益 － 4,092

雇用調整助成金 61,017 10,800

その他 3,936 20,283

営業外収益合計 68,815 46,826

営業外費用

支払利息 5,768 5,668

為替差損 29,076 －

租税公課 6,664 6,570

デリバティブ評価損 － 19,987

その他 5,353 5,679

営業外費用合計 46,863 37,905

経常利益又は経常損失（△） △626,866 212,623

特別損失

固定資産除却損 17 －

特別損失合計 17 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△626,884 212,623

法人税等 2,654 21,040

少数株主損益調整前四半期純利益 － 191,583

少数株主利益又は少数株主損失（△） △59,691 67,912

四半期純利益又は四半期純損失（△） △569,846 123,670
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,054,083 △6,148

減価償却費 214,760 179,564

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,769 3,591

賞与引当金の増減額（△は減少） △24,829 △532

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,147 △7,670

受取利息及び受取配当金 △6,187 △6,316

支払利息 12,025 10,663

為替差損益（△は益） △704 △2,246

投資有価証券評価損益（△は益） 3,047 2,661

有形固定資産売却損益（△は益） 9 －

有形固定資産除却損 18,465 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,639,264 △1,836,553

たな卸資産の増減額（△は増加） 993,429 △569,446

破産更生債権等の増減額（△は増加） △662 114

仕入債務の増減額（△は減少） △2,634,220 2,194,201

未払金の増減額（△は減少） △80,356 173,106

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 21,771

環境対策費 － 2,610

その他 337,669 145,365

小計 432,545 304,737

利息及び配当金の受取額 6,187 6,250

利息の支払額 △12,991 △11,031

法人税等の支払額 △63,060 △41,555

法人税等の還付額 － 243,845

営業活動によるキャッシュ・フロー 362,681 502,245

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △149,402 △56,044

有形固定資産の売却による収入 8,971 211

投資有価証券の取得による支出 － △300,664

投資有価証券の償還による収入 100,000 －

関係会社出資金の払込による支出 △15,000 △200,000

定期預金の預入による支出 － △500,000

子会社株式の取得による支出 － △220,212

投資活動によるキャッシュ・フロー △55,430 △1,276,709
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 57,978 △59,969

長期借入れによる収入 458,200 475,000

長期借入金の返済による支出 △200,000 △216,600

自己株式の売却による収入 50 －

自己株式の取得による支出 △337 △172

配当金の支払額 △98,538 －

少数株主への配当金の支払額 △48,876 △45,756

リース債務の返済による支出 △958 △1,093

財務活動によるキャッシュ・フロー 167,517 151,407

現金及び現金同等物に係る換算差額 37,847 △31,745

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 512,617 △654,802

現金及び現金同等物の期首残高 2,698,873 2,959,416

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,211,490

※
 2,304,614
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事

項の変更

(「資産除去債務に関する会計基準」等の適用)

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失は535千円増加し、経常利益は535

千円減少、税金等調整前四半期純損失は22,307千円増加しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、27,516千円であります。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

 

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

 
　

　

【簡便な会計処理】

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１.　一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算

定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末

の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２.　たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によってお

ります。なお、一部の連結子会社については、当第２四半期連結会計期

間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によって

おります。

３.　固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

４.　繰延税金資産の回収可能性の判断 　一部の連結子会社を除き、繰延税金資産の回収可能性の判断について

は、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異の発生状況に

ついて前連結会計年度末から大幅な変動がないと認められるため、同

年度末の検討において使用した将来の業績予測及びタックス・プラン

ニングの結果を適用しております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当四半期連結会計期

間においては、見積実効税率を使用することが出来ないため、法定実効

税率を使用しております。なお、一部の連結子会社においては、原則的

な方法によっております。

　また、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額 3,454,326千円

　

※　有形固定資産の減価償却累計額 3,332,710千円

　
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

 
給料手当 336,944千円

賞与引当金繰入額 34,329千円

退職給付費用 8,682千円

貸倒引当金繰入額 979千円

荷造発送費 81,804千円

減価償却費 32,142千円

研究開発費 160,078千円

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

 
給料手当 334,601千円

賞与引当金繰入額 29,044千円

退職給付費用 16,928千円

貸倒引当金繰入額 497千円

荷造発送費 167,901千円

減価償却費 31,254千円

研究開発費 162,046千円

 
　

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

 
給料手当 163,972千円

賞与引当金繰入額 8,013千円

退職給付費用 4,344千円

貸倒引当金繰入額 248千円

荷造発送費 41,716千円

減価償却費 17,753千円

研究開発費 81,844千円

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

 
給料手当 172,179千円

賞与引当金繰入額 7,762千円

退職給付費用 8,493千円

荷造発送費 98,054千円

減価償却費 15,548千円

研究開発費 86,090千円

 
　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係(平成21年９月30日現在)　　

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係(平成22年９月30日現在)　　

　
現金及び預金勘定 3,311,490千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 3,211,490千円

　

　
現金及び預金勘定 2,804,614千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △500,000千円

現金及び現金同等物 2,304,614千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年９月30日)

　

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 65,781,228

　

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 95,867

　

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社滝澤鉄工所(E01490)

四半期報告書

25/36



(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

当社及び連結子会社の事業は、工作機械事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

当社及び連結子会社の事業は、工作機械事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

北米　
(千円)

その他の地
域(千円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,020,039403,98628,76018,2801,471,067― 1,471,067

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

32,85088,2991,103 194 122,448(122,448)―

計 1,052,889492,28629,86418,4741,593,515(122,448)1,471,067

営業利益又は営業損失(△) △513,594△139,168△8,303△9,972△671,03722,219△648,818

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・台湾、中国 

北米・・・・・・・アメリカ 

その他の地域・・・イギリス
　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(千円)

アジア　
(千円)

北米
(千円)

その他の
地域(千
円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,189,547990,45544,88281,4593,306,345― 3,306,345

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

51,145262,7472,203 496 316,592(316,592) ―

計 2,240,6921,253,20347,08581,9563,622,938(316,592)3,306,345

営業利益又は営業損失(△) △857,993△228,603△19,263△23,312△1,129,17333,593△1,095,580

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の地域の内訳は次のとおりであります。

アジア・・・・・・台湾、中国

北米・・・・・・・アメリカ

その他の地域・・・イギリス
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　 アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 583,653 42,667 91,457 916 718,695

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― ― 1,471,067

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

39.7 2.9 6.2 0.1 48.9

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分の地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・・・・・・インド、中国、台湾、マレーシア 

(2)ヨーロッパ・・・・スイス、イギリス、チェコ、ドイツ 

(3)北米・・・・・・・アメリカ 

(4)その他の地域・・・ブラジル、南アフリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。
　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　 アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 1,326,388282,889 128,530 15,2071,753,016

Ⅱ  連結売上高(千円) ― ― ― ― 3,306,345

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

40.1 8.6 3.9 0.5 53.0

(注) １　地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分の地域の主な内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・・・・・・中国、インド、台湾、タイ 

(2)ヨーロッパ・・・・トルコ、イギリス、スイス、ロシア 

(3)北米・・・・・・・アメリカ 

(4)その他の地域・・・南アフリカ、アルゼンチン

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。

　

　

EDINET提出書類

株式会社滝澤鉄工所(E01490)

四半期報告書

27/36



　

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、主に工作機械の製造販売、関連するサービス及び技術サポートをしており、国内においては当社

及び滝沢鉄工テクノサービス株式会社が、海外においてはアジア（台湾、中国）、北米（アメリカ）、ヨー

ロッパ（イギリス）の現地法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であ

り、取り扱う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがいまして、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日

本」「アジア」「北米」「ヨーロッパ」の４つを報告セグメントとしております。

　

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
日本 アジア 北米 ヨーロッパ

売上高 4,347,0633,554,388216,93095,5488,213,931

セグメント利益又は損失(△) △198,766194,397 473 △6,437△10,333

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
日本 アジア 北米 ヨーロッパ

売上高 2,688,5972,164,921163,60833,0635,050,190

セグメント利益 40,465156,685 5,272 300 202,723
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △10,333

セグメント間取引消去 △10,089

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △20,423

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 202,723

セグメント間取引消去 979

四半期連結損益計算書の営業利益 203,702
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(金融商品関係)

記載すべき事項はありません。

　

(有価証券関係)

記載すべき事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

記載すべき事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

記載すべき事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

記載すべき事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 139.75円
　

　 　

　 142.76円
　

　

　
２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 15.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円
　

１株当たり四半期純損失 1.91円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 996,746 125,208

普通株式に係る四半期純損失(千円) 996,746 125,208

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 65,690 65,686
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 8.67円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円
　

１株当たり四半期純利益 1.88円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について、前第２四半期連結会計期間は、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結会計期間は、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益及び１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失(△)(千円)

△569,846 123,670

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(千
円)

△569,846 123,670

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 65,689 65,685

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っており、当四半期連結会計期間末に

おけるリース取引残高が、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月12日

株式会社滝澤鉄工所

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　田　　在　　喜　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　青　　木　　靖　　英　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社滝澤鉄工所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社滝澤鉄工所及び連結子会社の平成21

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月11日

株式会社滝澤鉄工所

取締役会　御中

　

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　田　　在　　喜　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　青　　木　　靖　　英　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社滝澤鉄工所の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成

22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社滝澤鉄工所及び連結子会社の平成22

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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